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明治時代の経済雑誌序説
?
原 四 郎
I 
乗竹孝太郎 (1860-1909)が明治20年代に明治法律学校で講義した経済学史が
『理財学講義・歴史篇』として出版されている1)。当時刊行された他の類書と
同様に，本書もまた外国のテキストの紹介的綾述の域を多くは出ないものであ
り，乗竹の場合はコッサ2)を主たる素材として，これにマクラウド3)その他の
所説を加味したものと思われるが，筆は古代から現代に及び，英• 仏・ 独のみ
ならずその他の欧洲諸国やアメリカにも眼をくばるかなり詳細な内容で，明治
時代の経済学史の著述の中では最も注目すべきものの一つであると思われる。
ところで本書の第13章「英国ノ経済学」はスミス以降のイギリス経済学の発展
を概観しているのだが，マルサス， リカード，マカロック，シニアーと論じき
たっていよいよ「夫ノ英国派経済学ノ大成者タル栄誉ヲ負ヘルジョン，スチュ
アートミル氏」をとりあげる段になると，乗竹は「然レトモ氏二及フニ先チテ
ー事ノ弦二記セサル可カラサルモノアリ」とことわった上で， 19世紀前半のイ
ギリスにおける定期刊行雑誌の重要性をつぎのように説いている。
「即チ学理ノ講究斯ク益々進歩セルニ際シ此学理ヲ実際二応用セントスル
ノ運動愈々活澄トナリクル事是ナリ而シテ凡ソ与論ヲ動カシテー主義ヲ実行
セントスルニハ言論集会ノ手段二依ラサルヲ得ス左レハ各党各主義互二之ヲ
代表スルノ新聞紙ヲ有スルハ勿論ナリト雖モ日刊ノ新聞紙二至テハ専ラ報ス
ルヲ職トシ而シテ深奥精緻ナル論ヲ掲クルハ是レ定時刊行雑誌ノ本領トスル
所ナリ是ヲ以テ英国二於テハ千六百年代ノ末以来諸種ノ雑誌交々起リ政治ナ
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リ文学ナリ宗教ナリ理学ナリ諸種ノ学諸種ノ主義殆卜其雑誌ヲ有セサルハナ
キニ至レリ左レハ定期刊行雑誌ノ歴史ニー新紀元ヲ開キタリト称セラレタル
夫ノ『エヂンバロー，レヴィュー』雑誌ハ千八百二年二民権党ノ機関・トシテ
起リ幾時ナラスシテ『クォーターリー，レウィユー』雑誌ハ王権党ノ機関卜
シテ起リ又『ウェストミンスター，レウィユー』雑誌（示盆翌り 『フォルトナ
イトリー，レウィユー』雑誌『フラセルス，マガシン』雑誌（扇註0)ハ急進
党ノ機関トシテ起レリ而シテ経済専門ノ雑誌ニハ、五情？麗｀：（云偽忌門『斎薮
函后羅'i(泌娼il!l)ノ如キ起リテ専ラ経済上財政上商業上ノ事ヲ論シ又経済学
協会ナルモノ千八百二十一年二倫敦二創立セラレタリ而シテ此等ノ雑誌ハ恰
モ新聞紙卜著書ノ中間二位スル者ニシテ其論スル所ハ著書ノ如クニ長密ナラ
ス而カモ新聞紙ノ如クニ膚薄ナラス故二学理ノ講究上二最モ適スルノミナラ
ス其時事ヲ論スルニ於テモ根本ヨ 1)世論ヲ動スノ努力甚夕大ナリトス而シテ
此時二当リ言論集会ノ勢カ二依テ古来経済学者力唱ヘタル理論ヲ実行セント
アンチコルン ロー リーギユー
シ非常ノ成功ヲ奏シタルハ・・・非穀令同盟党是ナリ」。4)
乗竹のこの綾述がコッサの Guide to the study of political economy の
当該箇所を典拠としていることは， 双方をくらべて見れば， ただちに判明す
る5)。だがそれと同時に乗竹がコッサの説明をそのまま醜訳しているのではな
くて，著書と新聞との中間に位する雑誌が学説の研究と普及や世論の形成の上
に独自の意義と効果をもつものであるという点をみずからの筆で力説している
こともまた事実である6)0明治20年代といえば，明治12年に創刊された『東京経
済雑誌』が明治時代の主導的な経済雑誌としての地位を確立した時期であり，
自由主義的な『東京経済雑誌』に対抗して明治13年にスタートした保護貿易論
の『東海経済新報』のように数年ならずして姿を消したものも多かったけれど
も，各種の経済雑誌が続々と刊行され，それの中からわが国の代表的な経済雑
誌として今も存続する『東洋経済新報』が出現するのが明治28年であるという
ように，イギリスとくらべて数十年のおくれがあるとはいえ，経済雑誌がすで
に一定の役割りを演じうるほどにまで，この国の資本主義が成長してきた時代
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であるといってよい。してみれば，そのような時代に，創刊当時の『東京経済
雑誌』の有力な記者であり，やがて主宰者田口卯吉 (1855-1905)の死後は彼の
地位をつぐべき運命にあった乗竹が，その講義の中でこうした経済雑誌論を展
開して見せたとしても，それは決して偶然のことではなかったとしなければな
らないであろう。
田口卯吉が『東京経済雑誌』を刊行するに至ったのは，その創刊号の「緒言」
に告白しているように，田口が明治7-11年大蔵省に勤めていた頃，イギリス
の銀行業務にくわしい御雇外人のシャンド A.A. Shand (1844ー 1930)と親し
くなり，シャンドの部屋でロンドンから来た『エコノミスト』を見て「余必ズ
此一種ノ雑誌ヲ日本二興シテ氏二示スベキヲ」約束したからである7)。また町
田忠治が『東洋経済新報』の創刊を思い立ったのも，彼がロンドン滞在中に
『エコノミスト』や『スタティスト』の存在とその役割りを実地に見聞して，
そうした経済雑誌が日本にも必要なことを痛感したからであったs)。 こうし
て，主として英語の原書や日本人によるそれの解説書乃至邦訳書を通じて明治
初期のわが国に導入された経済学の定着と普及の上に大きく貢献した経済雑誌
の発生自体もまた，イギリスの経済雑誌を範とするものであった9)のだが，明
治時代の経済思想史に関するこれまでの研究は，単行本を主な資料としておこ
なわれ，経済雑誌については若干の著名なものがそれも部分的に利用されてい
るにすぎず，明治時代にどのような経済雑誌がどのような消長を経つつ存在し
ていたかをあきらかにする基礎的な資料調査も未だきわめて不十分な状態にと
どまっているといった現状である。だが乗竹もいうように「学理ノ講究上二最
モ適スルノミナラス其時事ヲ論スルニ於テモ根本ヨリ世論ヲ動スノ勢力甚夕大
ナ」るべき経済雑誌に関する本格的な研究を包摂してはじめて，日本経済学史
の研究は全しというべきであろう。私は今年よりはじまった日本近代化の大が
かりな綜合研究の一環として明治以降の社会経済思想の究明が組織的に着手さ
れた10)のを機会に， こうした従来の研究の立ちおくれをいささかでも前進さ
せるべく「明治の経済雑誌」を自分の研究テーマとしてこの共同研究に参加す
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ることにした。本稿はその最初の概観的報告の一節である。
(1) 明浩法律学校購法会出版によるこの購義には何種類かの阪本があって，総ページ数
は pp.404, pp. 439, pp . 442 とちがっており，中には表題が『経済学購義・歴史
篇』となっているのもあるが， 18章200節の内容には殆んど異同はないようである。
またどの版本にも刊行の年月が記されていないので，正確な刊行時は不明であるが，
乗竹が明治21年に横浜正金銀行に入社してから数年の間のことと推定される。
(2) Cossa, Luigi; Guide to the Study of Political Economy, translated from the second 
italian edition, 1880, historical part, pp. 73ー 227. なお本書の historicalpartは
阪谷芳郎によって闘訳され，阪谷述『経済学史購義』として刊行された（明治20年）
が，阪谷はその「例言」の中で「本書ハ嘗テ余学友文学士中川恒二郎君及文学士乎沼
淑郎君二君反訳ンテ或雑誌二騰載セルコトアリ……然 V トモニ氏ノ反訳ハ完全二至ラ
ス」とのべている（同書 p.9)。この或雑誌というのは『学衡経済雑誌』 （明治17年
創刊，東京，編集人岡田秀鋭）という月刊誌で，その第2, 3, 4号に本書の邦訳が
連載されている（第5号以下未見）。
(3) マクラウドの著書はその頃邦訳されてわが国にかなり普及していた。乗竹はこの講
義のある阪本の末尾に「諸学者ノ書中邦語二醜訳セラレタル者ヲ」列記しているが，
その中で「マクラウド、氏ノ銀行論ハ経済学購習会員之ヲ訳ツ其経済哲学ハ田口卯吉有
賀雄二氏之ヲ訳シ……」とのべている (p.440)
(4) 乗竹『理財学講義・歴史篇j,pp.297-299。
(5) 念のためその箇所をコッサの著書から引用しておこう。“……Economicknowledge 
was perhaps even more effectually diffused in reviews, magazines, and other 
periodical publications designed for the spread of general culture and for the 
treatment of questions of the day. There were periodicals for different political 
opinion~as well as for different clas唸s.The Quarterly Review, the organ of 
the Tories ; the Edinburgh Rev畑， thatof the Whigs; Frazer's Magazine, the 
Westminster Rev畑， theFortnightly Review, &c., radi叫 organs,were the most 
popular. Among special publications, which were fewer in comparison, were the 
Journal of the Statistical Society (appeari~g every three months) and the Econo-
mist, a weekly newspaper, occupying itself chiefly with monetary, banking, and 
commercial questions. There were also several journals representing the interests 
of the working classes and of the institutions which had been created for their 
benefit." Cossa, ibid., p.176, 阪谷，前掲書， pp.214-215. コッサはつづいてコプ
デン，プライトの活動をとりあげる。
(6) Guideの増補阪である AnIntroduction to the Study of Political Economy, 1893 
の中でコッサはこの Englishreviewsの箇所にも筆を加えているが，加筆部分の中
で特に注目に値いするのは，雑誌の活躍がドイツやイタリーでは見られぬイギリス特
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有の現象であることをのぺたつぎの一節であるう。 “… •••In England, however, the 
diffusion of economic instruction goes on in lines quite different from those 
pursued in Germany and Italy, where professors at universities have matters 
al their own way. Not so in England, where a number of "Reviews" devoted 
to general culture are constantly applying the principles of economic science to 
questions of practical utility as they arise from time to time." Introduction, p. 
324. 関未代策訳， 1930,p. 210. コッサはこれにつづけて QuarterlyReviewゃEdin如rgh
Reviewなどの綜合雑誌のことを説き，つづいて EconomistゃJournalof the Statisti-
cal Societyの専門雑誌をとりあげているのだが，われわれはこうしたイギリスと独伊
との対比のさせ方の中に，後進資本主義国イタリーの経済学者コッサの問題意識を読
みとると同時に，同じ後進資本主義国日本における雑誌の性格を考える上での示唆を
汲みとることができるであろう。
(7) この間の事情については土屋喬雄『ンャンド』 （東洋経済新報社， 1966) の中の
「『ロンドン・エコノミスト』と『東京経済雑誌』」の項にくわしい。同書 pp.115-
118。
(8) 小倉政太郎編『東洋経済新報・言論六十年』東洋経済新報社， 1955, pp. 5, 360ー
361を参照。
(9) 明治の経済雑誌にはそのタイトルの英訳を表紙にかかげているものが多く，たとえ
ば『大阪経済雑誌」 （明治26年創刊）は Osaka-Economist, 『東洋経済新報』 （明治
28年創刊）は OrientalEconomistとしている。これもわが国の雑誌がイギリスに範
をもとめていることの証左であろう。
UO) 文部省の「特定研究」の一つとして昭和41年度より発足した「明治・大正・昭和に
おける日本近代化の研究」には人文・社会科学部門に属する21の研究グループが参加
しているが，堀経夫氏が代表者の「社会経済思想の発展より見た日本の近代化」グル
ープは，経済学史学会の会員を中心とする22名一私もその一人である一の研究者で構
成されている。この研究のねらいや各研究者のテーマについては，日本近代化研究連
絡組織編「明治・大正・昭和における日本近代化の研究・研究組織一覧」 1966,pp. 
32-33を参照。
I[ 
はじめに経済雑誌とは何かということを考えておかなければならない。前掲
の乗竹の文章にもあるように，雑誌は書物と新聞との中間に位置する。すなわ
ち雑誌は，終結を予定しない定期的継続的刊行物だという点で，新聞とともに
単行本と区別されるが，新聞が短期の間隔（通例日刊乃至週刊）で主としては報
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道をその内容として刊行されるのに対し，雑誌はヨリ長い間隔（通例月刊乃至季
刊）で作品一一評論・ 報道と解説・論文・ 創作などー~を主な内容として刊行
されるものである。もっとも現実には，叢書のかたちで単行本が継続的に刊行
される場合のょうに，書物と雑誌との中間的な存在もあるし，報道と評論とが
相なかばする週刊紙のように，雑誌とも新聞ともとれるような場合もあって，
とりわけジャーナリズムの発展史の初期の段階では，そうしたボーダーライン
のケースがすくなくないことに注意しなければならないl)。ところで雑誌はそ
の内容が政治・経済・文化等の各般にほぼ均等にわたっているか，それともど
れか一つの領域に重点がおれているかによって，綜合雑誌と専門雑誌とにわか
れる。経済雑誌はいうまでもなく専門雑誌の一種であるが，しかし現実にはそ
の内容が全く経済のみに関係するものばかりという雑誌はむしろすくない—
一般読者の購読によってその経営をささえている雑誌の場合はとくにそうであ
る2)ー ーし，経済関係に特色をもつ綜合雑誌もありうる8)のだから，この点も
また一応の区別である。雑誌はまたそれに掲載されている主な作品がどのよう
な性質のものかによって，評論雑誌，報道解説雑誌，学術雑誌，創作雑誌にわ
かれ，さらにこの区分と若干交錯するが，その雑誌が読者にどのような満足を
与えるかによって，教養雑誌，実益雑誌，娯楽雑誌の三つにわかれる。経済雑
誌は事柄の性質上純然たる創作雑誌や娯楽雑誌ではありえないが，それ以外の
種類のどれかにあてはまるいろいろの経済雑誌が存在するわけである。たとえ
ば特定の経済政策的立場に立つ主張で統一された評論雑誌や経済学の研究論文
を中心とする学術雑誌4) は教養雑誌としての経済雑誌であるし， 投資家や生
産者や商人の実践の参考になるような情報を提供する報道解説雑誌は実益雑誌
としての経済雑誌である。もとよりこの場合も実際の雑誌を見ると，これらの
いくつかの性質をかねそなえた内容のものが多く，それを強いて一つの種類に
分類することはなかなかむつかしい。また雑誌によっては，創刊当初は評論雑
誌あるいは学術雑誌の色彩が強かったのに，編集者の交代や経営不振のため
に，号を重ねるにつれて漸次報道解説雑誌的なものに，それも実益的・啓蒙的
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な解説を主にしたものにその性格をかえてゆく場合もある5)。
つぎに経済雑誌のなかには，経済に関する諸問題を全般的・包括的にとりあ
げる一般雑誌と，経済のなかのある特定の領域に関する問題に限定してとりあ
げる特殊雑誌との二種がある。前者を狭義の経済雑誌，前者と後者をあわせた
ものを広義の経済雑誌といってもよいだろう。特殊雑誌としては，農業・工業
・商業・金融乃至銀行・貿易・ 財政・ 交通・保険・経営乃至会計・労働などの
各分野を専門的にとりあげる諸種の雑誌がありうる6)。教養評論雑誌としての
経済雑誌の場合には，問題をせまく限定するよりもむしろひろく経済一般をと
りあげる方が，時にはさらに経済を政治や文化の問題ともかかわらせて論ずる
方がその主旨にかなうだろうが，実益的解説雑誌としての経済雑誌にとって
は，特殊雑誌に分化して実地に即した専門的内容にする方が，ヨリ良く読者に
役立つにちがいない7)。又学術雑誌としても，学問の進歩につれて，経済学一
般をとりあつかうものの他に，農業経済学とか会計学とかの特定の分野に関す
る専門的研究雑誌が生れてくるs)。そしてこのような特殊雑誌の場合は，一般
の読者に対して市販されるよりも，特定の団体が一定の範囲の個人又は団体に
頒布する機関誌的な色彩を帯びることが多い。
さて以上にのべた経済雑誌の一般的規定といくつかの内容分類とを念頭にお
いてわが国の経済雑誌をしらべてゆくと，その発展の初期である明治時代にお
いてすでに，多種多様の雑誌が発行されていたことを知るのである。研究の基
礎作業としては，それがどんなに特殊的なものであろうと，広義の経済雑誌の
範疇に入るかぎり，できるだけ網羅的に，その所在をつきとめて内容を調査し
てみなければならない。だがそうして蒐集整理された資料を一定の研究視角に
立って分析する場合には，そのとりあつかいにおのずから軽重のちがいがでて
くるのは当然である。われわれの場合は一般史や経済史の資料としてでなく，
社会経済思想史の対象として経済雑誌をとりあつかうのだから，中央や地方の
官公庁・業者団体などが刊行する現状報告的解説雑誌とか，特殊な分野での技
術的知識を教える実益雑誌とかにくらべて，評論や研究や啓蒙的解説を中心と
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する教養的一般雑誌としての経済雑誌の方に，おのずから研究の重点がおかれ
ることになるであろう。
(1) たとえば『経済新聞』 （明治37年11月7日創刊）は週刊8ページ建．てで「商人の虎
の巻投機市場の灯明台」（第 1号， p.1)たることを目的とするものだが，週刊雑誌と
も考えられよう。また『経済叢書』 （明浩34年創刊）は，名称は叢書だが経済学者の
講義の分載を中心とする内容の月刊雑誌である。
(2) 『東洋経済新報』の創立者町田忠治が同誌の「創刊当時の思出」を語った中に競争誌
『東京経済雑誌』のことにふれ，「東京経済雑誌は其我財政経済に貢献する所大なりし
は云ふまでもないが，内容としては，田口君の史談その他詩文の類が紙面の半ばを占
めておる観があった。一般新聞紙にありても，財政経済に関する議論の如きは，乾燥
無味なりとして余り読者より観迎せられなかったのである」 とのぺて（『東洋経済新
報』 30周年記念号， 1925)おり，この点はすでに高瀕紫峯が明治16年に出した『全国
新聞雑誌評判記』の中で「東京経済雑誌は近ごろ政治論を書たり，其ほかいろいろな
事を書き交ぜる様になってから……些とわる＜成った様だ」という風に指摘していた
（『明治文化全集』新版第4巻 p.-79)が，事実その当時の一般的経済雑誌の多くは，
「乾燥無味」の印象をやわらげるために， いろいろの工夫をこらしている。たとえば
博文館の出していた一般的経済雑誌『富国』（明治23年1月ー12月）には毎号「史伝」
と「講談」の欄が設けられていた。
(3) 慶応義熟出身者を中心とする交詢社の機関誌『交詢雑誌』 （明治13年ー30年）はそ
の一例であろう。
(4) 明治時代の経済学術雑誌には，経済学だけではなく法律政治統計など隣接科学を含
んだものが多く，それを誌名にあらわしたものもすくなくない。たとえば『法律経済
斯鼈雑誌』（明治19年ー終刊未詳），『法律経済新報』（本稿mの注U7lを参照），『経済及
統計』（明治22年創刊ー終刊未詳），『経政法理』（明治23年創刊ー終刊未詳），『法律学
経済学・内外論叢』（明治35年ー39年）， 『政治経済雑誌』（明治40年7月より『明義』
を改題したもの）など。
(5) たとえば・『経済世界』（明治35年ー39年）は，創刊当時は論説や購筵の欄はもとよ
り時論や雑纂の部分もかなり高度な専門的学徹雑誌であったが，後になるにつれて漸
次啓蒙的報道解説雑誌の色彩をつよめてくる。
(6) たとえば『貿易』 （明治27年創刊， 38年『日本貿易協会報告』と改題）， 『保険雑
誌』 （明浩28年創刊一終刊未詳）， 『労働世界』 （明治30年ー35年），『簿記之友』（明
治31年創刊ー終刊未詳）など。
(7)・mで見るようにわが国では一般雑誌よりも早く特殊雑誌があらわれている。
(8) こうした種類の専門的学衡雑誌があらわれるのは大正に入ってからである。たとえ
ば『会計』（大正6年ー 現存）， 『農業経済研究』（大正14年ー 現存）。
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つぎに明治時代の経済雑誌の発展過程をたどってゆく前提として， 45年間の
時期区分について考えておきたい。一般的にいってわが国の新聞発達史にくら
ぺると雑誌発達史の方は研究がおくれていて，時期区分についても未だ定説が
ないようである。この研究の先駆者である宮武外骨は， 『文明開化』叢書の雑
誌篇を1926年に刊行したとき，その跛で「我国に於ける雑誌はこれを3期に区
分し，第 1期は明治初年より20年頃まで，第2期は20年頃より40年頃まで，第
3期は40年頃より現在までとする」1) とのべたが，くわしい説明は後日にゆず
ったままで，そこで予告した本格的な『雑誌発達史』はまとめずに終ってしま
った2)。木村毅氏が1930年に発表した「日本雑誌発達史」はその意味で貴重な
文献であって，そこでは『西洋雑誌』 （明治2年終刊）の創刊された慶応3年か
ら明治末期までの雑誌の発展過程が， (1)洋学者の啓蒙事業であった明治10年ま
で（その代表例が『明六雑誌』明治7年ー 8年）， (2)政党の宣伝機関となった明治10
年代（代表例『政理叢談』明治15年ー 17年）， (3)資本主義的商品という性格を帯ぴ
てきた20年代（その先頭を切ったのが『国民之友』明治20年ー 31年）， とりわけその
傾向が顕著になった日清戦争以後（代表例『太陽』明治28年一昭和3年）に分けて
説明されている3)。戦後本庄栄治郎氏がその著『日本の経済学』の「五 わが
国経済学雑誌の発展」において，やはり明治時代の雑誌発達史を(1)明治8・9
年頃までの「創始時代」， (2)明治8・9年から日清戦役前までの「成長時代」，
(3)明治28年以降の「企業化時代」に分けて概観し，成長時代の特色を（イ）政論雑
誌の盛行，（口）雑誌の専門化，り『国民之友』のような新型綜合雑誌の登場の三
つあげている0。また最近西田長寿氏がその著『明治時代の新聞雑誌』の中で
「それぞれの時期において日本の新聞・雑誌がかもし出していた思想的状況」は
何か（はしがき）という角度からおこなった区分は，雑誌よりむしろ新聞を中心
としたものであるが，日清戦争で明治を二分した上で，前期を(1)「啓蒙的報道
本位の時代」（明治6年頃まで）， (2)「自由民権論主流時代」 (10年代まで）， (3)「国
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民主義勃興時代」 (20年代）の三期にわけ， 後半を (4) 「帝国主義論リードの時
代」とよんで，さらにそれを「日露戦争を界として二つに区分できる」として
いる。そして(3)の「国民主義勃興時代」における雑誌界の特色として，（イ）新聞
界と同様のナショナリズムの拾頭が綜合雑誌や政論雑誌に顕著に見られるこ
と（たとえば『日本人』明治21ー 28年），（口）大橋佐平の博文館（明治20年創業）に代表
されるような雑誌企業家の出現，り協会や学会など特定機関の機関誌の発行
（たとえば『殖民協会会報』明治2硝こ創刊， 32年『殖民時報』と改題）の三つをあげて
いる 5)。これら種々の区分法をくらべて見ると，もとよりそれぞれに独自性は
あるけれども，大まかなわけ方と各時期の特色づけについては共通点が多いこ
とがわかる。そこで私はこれらの見解を参考にしつつ，明治時代を一応10年頃，
20年頃， 28年頃， 38年頃を境界として五期にわけ，『東京経済雑誌』（明治12年
創刊）， 『国民之友』（明治20年創刊）， 『東洋経済新報』（明治28年創刊）および
『国民経済雑誌』 （明治39年創刊）の出現をそれぞれの劃期として念頭におきっ
っ6)' 各時期にみられる経済雑誌の特色と動向を素描してゆこうと思う。ただ
し第三期以降はこれを続稿にゆずることにする。
(1) 第一期を『東京経済雑誌法』以前，すなわち明治11年までとしよう。こ
の時代には経済雑誌としての一般雑誌は未だ存在せず，一方では啓蒙的な綜合
雑誌の中に経済問題をとりあつかった論文がみられるとともに，他方では農．
エ・商・金融・統計などの諸領域に関する特殊雑誌—その性格は実益的な報
道解説雑誌といえるであろう一ーが刊行されはじめナこ7)。前者の点で最も重要
なのは『明六雑誌』であって，津田真道と神田孝平の自由貿易論，杉亨二と西
村茂樹の保護貿易論，それに神田孝平の数篇の貨幣論などが掲載されていたs)。
また後者については， 『開農雑報』（明治8年ー 11年）， 『農業雑誌』（明治9年一
終刊未詳），『勧農新報』（明治10年3月ー 4月），『農工雑誌』（明治11年ー 13年）など，
農業関係の雑誌が比較的多いのが目立つ。またこの時期に創刊された経済雑誌
の多くは短期しか継続されなかったが，津田仙の主宰した『農業雑誌』のみは
長く存続したことも注目されよう 9)。
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(2) 『東京経済雑誌』は民間の一雑誌社から発行されたわが国ではじめての
一般的経済雑誌10)である。田口卯吉が創刊号の「緒言」でのぺているように，
その創立には大蔵省銀行課長岩崎小二郎と第一国立銀行頭取渋沢栄ーとの努力
と銀行業者の団体である択善会の支援が大いにあづかって力があったのだが，
刊行して一年の後には択善会の資金的援助もことわって経営面でも全く独立
し，田口がやはり「緒言」で宣明しているところの， 「既二是レ雑誌タリ其任
トシテ一国ノ利害ヲ論究セザルベカラズ決シテー人一社ノ為メニ其論鋒ヲ托ク
ル能ハザルナリサレバ諸会社諸銀行ノ制度及ビ行為ニシテ荀モー国ノ損害ヲ醸
出スベキモノアレバ仮令ー会社一銀行ノ為メニ不利ナルニセモヨ些奄ノ仮貸ア
ル能ハズ」11)という自主的精神で編集されることが本誌の特色となった。内外
の経済事情についての客観的報道解説12)や外国の経済学説の紹介13)のみなら
ず，條約改正，内地雑居，幣制改革，貿易政策など種々の時事問題に関する自
由主義的立場からの評論など， その多彩かつ明快な内容が大いに世に迎えら
れ，明治12年 1月ー7月が月刊，同年8月ー13年5月が半月刊， 13年6月ー14
年6月が旬刊，そして14年7月以降週刊というように発展していった14)。 創
刊後日清戦争開始までの15年間，本誌はわが国の経済雑誌界における指導的位
置をしめていたといってよいだろう。
明治10年代におけるその他の経済雑誌としては， (1)『東京経済雑誌』に対抗
して保護貿易論を主張した犬養毅の『東海経済新報』 15)(明治13年ー 14年）や極
端な国粋主義の立場に立つ佐田介石の 『栽培経済問答新誌』 16) (明治14年ー 15
年）などの，一定の明確な主張にもとづく評論雑誌，(2)『学術経済雑誌』（本稿I
の注(2)を参照）や『経済学術新誌』（明治19年7月ー 11月）17) などの学術雑誌， (3)
『農商工公報』（明治1昭こ創刊，農商務省発行）や『銀行通信録』（明治1訟F創刊，東
京銀行集会所発行） 18) のような官庁や団体の発行する報道解説雑誌がある。 (3)
に属するものは永続性があるが，この期に創刊された(1)や(2)の経済雑誌はおう
むね短命であって，明治16年の新聞紙条令にみられるような政府の言論圧迫政
策やその頃からはじまった経済界の不況の嵐のなかで，新聞雑誌の多くは淘汰
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されてしまった。
(1) 宮武外骨編『文明開化』第3篇 (1926),p.118. 
(2) 宮武が絹集した『明治文化全集』 （旧阪）第18巻雑誌篇 (1928)の巻末には明治元
年ー22年の間の「明治雑誌年表」が掲載されていて，宮武のこの方面での研究のあと
を示している。この年表は西田長寿氏によって訂正の上同全集新阪第 5巻雑誌篇 (19
55)にも収録されているが，本稿もこの年表に負うところが甚だ多い。なお梅渓昇編
「明治主要新聞・雑誌一覧」（京大文学部国史研究室編『日本近代史辞典』 1958,P・ 
789ー 786)は明治期全般を概観する上に便利である。
(3) 木村毅『現代ジャアナリズム研究』 (1933) pp.155ー 212.
(4) 本庄栄治郎『日本の経済学』 (1957) pp.100ー 113.
(5) 西田長寿『明治時代の新聞と雑誌』 (1961), 「はしがき」， pp.205-206, 232を
参照。なお西田氏のつぎの二つの論文をも参照。「明治初期雑誌について」 （『明治文
化全集』新阪第5巻， pp.2ー 8; 「新聞・雑誌」 （入交好脩• 井上幸治編『経済史学入
r~ 』 1966, pp.613ー 617.
(6) この五つの雑誌の中で『国民之友」だけは経済雑誌ではなく政治や文化の諸領域を
ふくむ綜合雑誌であるが，明治20年前後に創刊された経済雑誌の中に適当なものがな
く，かつ『国民之友』が経済問題にもかなり力を入れた劃期的な綜合雑誌なので，こ
の雑誌を以て時期の移行を象徴させることにした。
(7) 農業以外の領域での特殊雑誌を一種ずつあげておこう。 『中外工業新報』 （明治10
年ー16年）， 『各国商業事情』 （明治10年4月ー5月）， 『統計雑誌』 （明治9年ー廃
刊未詳）， 『銀行雑誌』 （明治10年ー11年）。この『銀行雑誌』は『理財新報』 （明治
11年ー12年1月）とともに『東京経済雑誌』にひきつがれることになる。なお『銀行
雑誌』と『理財新報』との全文は日本銀行調査局絹集『日本金融史資料』明治大正篇
第6巻 (1957年）に土屋喬雄氏の解題をつけて収録されている。
(8'. 『明六雑誌』の経済論文については，本庄栄治郎「明六社について」 （本庄『日本
経済思想史研究』続篇に所収）参照。 この時代の他の綜合雑誌の中では慶応義熟の
『民間雑誌』（明治7年ー8年）が注目されよう。農村の開発を目的とするこの雑誌は
本来経済雑誌的な性格を多分にもつぺきものであったからである。内容は必ずしも経
済関係が多いわけではないが， 『明六雑誌』にのった津田真道の自由貿易論に対する
牛湯卓蔵の駁論がその第10篇（明治8年3月）にみられる。なお『明六雑誌』・『民
間雑誌』ともに全文『明治文化全集」雑誌篇（旧阪第18巻，新阪第5巻）に収録され
ている。
(9) 宮武外骨は前掲『文明開化』雑誌篇に『農業雑誌』の創刊号を全文収録し，その解
題の中で「『農業雑誌』は津田仙が洋行帰りとしての新学説を掲載するので全国農家
に好評を博し，永く継続して22年2月に第329号を発行し，尚其後も十数年続刊して
いた」とのぺている。 （同書 p.3) 
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UO) 本誌はその「例言」の第一にこういっている。 「此雑誌ハ銀行，商業及ヒ財政一切
ニ関スル紀事論説及ヒ其他有要ノ事実ヲ纂輯ツ我国及ヒ外国経済ノ有様ヲ世人二報道
スルヲ目的トス」と。
Ul 『東京経済雑誌』第1号（明治12年1月29日）， p.2. 
U2l 外国の経済事情の紹介には『ロンドン・エコノミスト』が利用されていることが多
ぃ。同誌第1巻 pp.17,71, 298ー 299,426--429, 498-501, 579ー 501を参照。
U3l 『東京経済雑誌』における西欧経済学説の紹介については，つぎの文献を参照。真
実一男「明治および大正前期におけるリカァドウ薄入史」．（大阪市大『経済学年報』
第16集， 1962)pp. 90ー 92,96ー 98.なお経済雑誌社は明治15年以来「東京経済学講習
会講義録」を継続的に刊行し，それにスミスの『国富論』，パジョットの『ロンパー
卜街』ギルパートの『古代商業史』などを訳載していた。この訳者たち一乗竹，小池
靖一，石川瑛作，嵯峨正作，伴直之助などーは同時に明治10年代の『東京経済雑誌』
の主な寄稿者たちでもあったが，彼等についてはつぎの文章を参照。西田長寿「東京
経済雑誌の人々」・（『明治文化全集月報』 No.13, 1957) 
閥 石橋湛山氏が「この雑誌は初めから当時の日本では他に類のない週刊であった。英
国のエコノミストが週刊であったので，それをそのまま，まねたのであろう」と回想
している（『湛山回想j1951, p. 199)のは，したがって不正確である。
US) 『東京経済雑誌』と『東海経済新報』との間の自由・保護貿易論争についてはつぎ
の著書がくわしい。堀経夫『明治経済学史』 (1935), pp. 281一311。
U6l この雑誌については，本庄栄治郎『日本経済思想史研究』続篇の第三章「佐田介石
の研究」を参照。
U7l この雑誌の主宰者たる河名生太郎と飯嶋重平とについてはつまびらかでないが，本
誌第2号 p.7, 第8号p.lなどの殺述からみて，東京の専修学校の出身者であろうと
思われる。なお本誌第6号（明治19年9月15日）の末尾に『法律経済新報』 （週刊）
が山田東次・薩埋正邦・ 堀口昇らによって今月創刊されるという広告がのっている。
UB) この雑誌の第1号は全部，第2号以下第326号（大正元年12月）まではその重要記
事が前掲の『日本金融史資料』に収録されている。
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